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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　出力エネルギーを蓄積する電源用コンデンサを備え、前記電源用コンデンサに蓄積した
出力エネルギーに基づいて所定の出力を発生する電源回路部と、
　前記電源回路部の出力側に接続された共振インダクタと、
　前記電源回路部の前記出力により前記共振インダクタを介して充電される点火コンデン
サと、
　一端が前記点火コンデンサの正極側端子に接続された１次コイルと、前記１次コイルに
磁気的に結合され、前記点火コンデンサの放電によるエネルギーが供給されたとき点火電
圧を発生する２次コイルとを備えた点火コイル部と、
　間隙を介して対向する一対の電極を有し、前記一対の電極のうち一方が前記２次コイル
に接続され、前記点火電圧が前記一対の電極間に印加されたとき前記電極間に火花放電を
発生して内燃機関に供給された可燃混合気を点火する点火プラグと、
　前記点火コンデンサが前記充電される充電経路に接続された第１のスイッチング素子と
、コレクタ側端子が前記１次コイルの他端に接続されエミッタ側端子が前記点火コンデン
サの負極側端子に接続された第２のスイッチング素子とを備えた制御回路部と、
　前記１次コイルの前記一端と前記第２のスイッチング素子の前記エミッタ側端子に接続
された第１のダイオードと、
を備え、
　前記制御回路部は、前記内燃機関に対する外部からの点火信号に基づいて前記第１のス
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イッチング素子をオンとすることにより前記点火コンデンサの前記充電を行わせ、前記点
火信号に基づいて前記第２のスイッチング素子をオンとすることにより前記点火コンデン
サの前記放電を行わせる、
ことを特徴とする内燃機関の点火装置。
【請求項２】
　前記点火コイル部の２次コイルに直列接続された整流用ダイオードを備えた、
ことを特徴とする請求項１に記載の内燃機関の点火装置。
【請求項３】
　出力エネルギーを蓄積する電源用コンデンサを備え、前記電源用コンデンサに蓄積した
出力エネルギーに基づいて所定の出力を発生する電源回路部と、
　前記電源回路部の出力側に接続された共振インダクタと、
　前記電源回路部の前記出力により前記共振インダクタを介して充電される点火コンデン
サと、
　一端が前記点火コンデンサの正極側端子に接続された１次コイルと、前記１次コイルに
磁気的に結合され、前記点火コンデンサの放電によるエネルギーが供給されたとき点火電
圧を発生する２次コイルとを備えた点火コイル部と、
　間隙を介して対向する一対の電極を有し、前記一対の電極のうち一方が前記２次コイル
に接続され、前記点火電圧が前記一対の電極間に印加されたとき前記電極間に火花放電を
発生して内燃機関に供給された可燃混合気を点火する点火プラグと、
　前記点火コンデンサが前記充電される充電経路に接続された第１のスイッチング素子と
、コレクタ側端子が前記１次コイルの他端に接続されエミッタ側端子が前記点火コンデン
サの負極側端子に接続された第２のスイッチング素子とを備えた制御回路部と、
　前記１次コイルの前記一端と前記第２のスイッチング素子の前記コレクタ側端子に接続
された第２のダイオードと、
を備え、
　前記制御回路部は、前記内燃機関に対する外部からの点火信号に基づいて前記第１のス
イッチング素子をオンとすることにより前記点火コンデンサの前記充電を行わせ、前記点
火信号に基づいて前記第２のスイッチング素子をオンとすることにより前記点火コンデン
サの前記放電を行わせる、
ことを特徴とする内燃機関の点火装置。
【請求項４】
　前記制御回路部は、前記第１のスイッチング素子と前記第２のスイッチング素子とを、
一方のスイッチング素子がオンのとき他方のスイッチング素子がオフとなるように制御す
る、
ことを特徴とする請求項１乃至３のうちの何れか一項に記載の内燃機関の点火装置。
【請求項５】
　前記内燃機関は、複数の気筒を備え、
　前記点火コイル部及び点火プラグは、前記複数の気筒に対応して夫々複数設けられ、
　前記点火コンデンサは、前記複数の点火コイル部に前記エネルギーを夫々供給するよう
に構成されている、
ことを特徴とする請求項１乃至４のうちの何れか一項に記載の内燃機関の点火装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、内燃機関に用いられる容量放電方式の点火装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、環境保全、燃料枯渇の問題が提起されており、自動車業界に於いてもこれらへの
対応が急務となっている。この対応の一例として、成層混合気を利用したエンジンの超希
薄燃焼（成層リーン燃焼）運転がある。成層リーン燃焼に於いては、可燃混合気の分布が



(3) JP 5496297 B2 2014.5.21

10

20

30

40

50

バラツク場合があり、従って着火機会の観点で長期間の火花放電が要求される。又、混合
気の濃度にもバラツキがあり、点火プラグへのカーボン固着による燻りリークが発生し易
くなる状況もある。このような観点から、エネルギーのリーク経路が生成されている状況
下に於いても確実に火花放電を発生できるよう、点火コイル部に大きな2次電流を発生さ
せることが要求される。
【０００３】
　従来、点火コイル部に大きな2次電流を発生させるようにした点火装置として、例えば
特許文献1の図3に示された容量放電方式の点火装置が存在する。この従来の点火装置は、
ＤＣ／ＤＣコンバータの出力側に、大容量コンデンサとチョークコイルと点火コンデンサ
（以下、ＣＤＩコンデンサと称する）とからなるＬＣ共振回路が接続されており、大容量
コンデンサに充電した静電エネルギーの一部をＤＣ／ＤＣコンバータの出力電圧の約2倍
の電圧に昇圧してＣＤＩコンデンサに充電し、このＣＤＩコンデンサに充電されたエネル
ギーを、点火コイル部の一次コイルに繰り返して供給することで、点火プラグに間欠的な
マルチ点火を行なうように構成されている。又、特許文献２に開示された従来の点火装置
は、複数の大規模なエネルギー供給手段を備えることにより、点火コイル部の2次電流を
交流的に変化させてマルチ点火を行なうように構成されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第２９３６１１９号公報
【特許文献２】特許第４４９７０２７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　周知のように、内燃機関の燃焼室内が高流動状態等となり放電維持電圧が急激に変化す
ることがある。このような場合、火花放電が途切れる吹飛び現象が発生する可能性が高く
なる。特許文献１に示されるような容量放電方式の点火装置の場合、前述のように間欠的
なマルチ点火を行なうものであり、連続して点火プラグにエネルギーを供給することがで
きず、従って前述の吹飛び現象が発生しやすくなるという課題が存在する。
【０００６】
　又、特許文献２に開示された従来の点火装置は、より大きな放電電流を発生させる構成
を備えているが、より大容量のＤＣ／ＤＣコンバータと、より大容量のエネルギー蓄積コ
イルが必要となり、発熱が大きくなり、又、装置が大型化するという課題が存在する。
【０００７】
　この発明は、従来の点火装置に於ける前述のような課題を解決するためになされたもの
で、火花放電が途切れても再度絶縁破壊を発生させて火花放電を再開できる、小型で安価
な容量放電式の点火装置を提供することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この発明による内燃機関の制御装置は、
　出力エネルギーを蓄積する電源用コンデンサを備え、前記電源用コンデンサに蓄積した
出力エネルギーに基づいて所定の出力を発生する電源回路部と、
　前記電源回路部の出力側に接続された共振インダクタと、
　前記電源回路部の前記出力により前記共振インダクタを介して充電される点火コンデン
サと、
　一端が前記点火コンデンサの正極側端子に接続された１次コイルと、前記１次コイルに
磁気的に結合され、前記点火コンデンサの放電によるエネルギーが供給されたとき点火電
圧を発生する２次コイルとを備えた点火コイル部と、
　間隙を介して対向する一対の電極を有し、前記一対の電極のうち一方が前記２次コイル
に接続され、前記点火電圧が前記一対の電極間に印加されたとき前記電極間に火花放電を
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発生して内燃機関に供給された可燃混合気を点火する点火プラグと、
　前記点火コンデンサが前記充電される充電経路に接続された第１のスイッチング素子と
、コレクタ側端子が前記１次コイルの他端に接続されエミッタ側端子が前記点火コンデン
サの負極側端子に接続された第２のスイッチング素子とを備えた制御回路部と、
　前記１次コイルの前記一端と前記第２のスイッチング素子の前記エミッタ側端子に接続
された第１のダイオードと、
を備え、
　前記制御回路部は、前記内燃機関に対する外部からの点火信号に基づいて前記第１のス
イッチング素子をオンとすることにより前記点火コンデンサの前記充電を行わせ、前記点
火信号に基づいて前記第２のスイッチング素子をオンとすることにより前記点火コンデン
サの前記放電を行わせる、
ことを特徴とするものである。
【０００９】
　又、この発明による内燃機関の点火装置は、
　出力エネルギーを蓄積する電源用コンデンサを備え、前記電源用コンデンサに蓄積した
出力エネルギーに基づいて所定の出力を発生する電源回路部と、
　前記電源回路部の出力側に接続された共振インダクタと、
　前記電源回路部の前記出力により前記共振インダクタを介して充電される点火コンデン
サと、
　一端が前記点火コンデンサの正極側端子に接続された１次コイルと、前記１次コイルに
磁気的に結合され、前記点火コンデンサの放電によるエネルギーが供給されたとき点火電
圧を発生する２次コイルとを備えた点火コイル部と、
　間隙を介して対向する一対の電極を有し、前記一対の電極のうち一方が前記２次コイル
に接続され、前記点火電圧が前記一対の電極間に印加されたとき前記電極間に火花放電を
発生して内燃機関に供給された可燃混合気を点火する点火プラグと、
　前記点火コンデンサが前記充電される充電経路に接続された第１のスイッチング素子と
、コレクタ側端子が前記１次コイルの他端に接続されエミッタ側端子が前記点火コンデン
サの負極側端子に接続された第２のスイッチング素子とを備えた制御回路部と、
　前記１次コイルの前記一端と前記第２のスイッチング素子の前記コレクタ側端子に接続
された第２のダイオードと、
を備え、
　前記制御回路部は、前記内燃機関に対する外部からの点火信号に基づいて前記第１のス
イッチング素子をオンとすることにより前記点火コンデンサの前記充電を行わせ、前記点
火信号に基づいて前記第２のスイッチング素子をオンとすることにより前記点火コンデン
サの前記放電を行わせる、
ことを特徴とするものである。
【発明の効果】
【００１０】
　この発明による内燃機関の点火装置によれば、出力エネルギーを蓄積する電源用コンデ
ンサを備え、前記電源用コンデンサに蓄積した出力エネルギーに基づいて所定の出力を発
生する電源回路部と、前記電源回路部の出力側に接続された共振インダクタと、前記電源
回路部の前記出力により前記共振インダクタを介して充電される点火コンデンサと、一端
が前記点火コンデンサの正極側端子に接続された１次コイルと、前記１次コイルに磁気的
に結合され、前記点火コンデンサの放電によるエネルギーが供給されたとき点火電圧を発
生する２次コイルとを備えた点火コイル部と、間隙を介して対向する一対の電極を有し、
前記一対の電極のうち一方が前記２次コイルに接続され、前記点火電圧が前記一対の電極
間に印加されたとき前記電極間に火花放電を発生して内燃機関に供給された可燃混合気を
点火する点火プラグと、前記点火コンデンサが前記充電される充電経路に接続された第１
のスイッチング素子と、コレクタ側端子が前記１次コイルの他端に接続されエミッタ側端
子が前記点火コンデンサの負極側端子に接続された第２のスイッチング素子とを備えた制
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御回路部と、前記１次コイルの前記一端と前記第２のスイッチング素子の前記エミッタ側
端子に接続された第１のダイオードとを備え、前記制御回路部は、前記内燃機関に対する
外部からの点火信号に基づいて前記第１のスイッチング素子をオンとすることにより前記
点火コンデンサの前記充電を行わせ、前記点火信号に基づいて前記第２のスイッチング素
子をオンとすることにより前記点火コンデンサの前記放電を行わせるように構成されてい
るので、高い２次電流と長期間の火花放電を実現でき、火花放電が途切れても再度絶縁破
壊を発生させ、火花放電を再開でき、且つ装置の小型化が可能となる。
【００１１】
　又、この発明による内燃機関の点火装置によれば、出力エネルギーを蓄積する電源用コ
ンデンサを備え、前記電源用コンデンサに蓄積した出力エネルギーに基づいて所定の出力
を発生する電源回路部と、前記電源回路部の出力側に接続された共振インダクタと、前記
電源回路部の前記出力により前記共振インダクタを介して充電される点火コンデンサと、
一端が前記点火コンデンサの正極側端子に接続された１次コイルと、前記１次コイルに磁
気的に結合され、前記点火コンデンサの放電によるエネルギーが供給されたとき点火電圧
を発生する２次コイルとを備えた点火コイル部と、間隙を介して対向する一対の電極を有
し、前記一対の電極のうち一方が前記２次コイルに接続され、前記点火電圧が前記一対の
電極間に印加されたとき前記電極間に火花放電を発生して内燃機関に供給された可燃混合
気を点火する点火プラグと、前記点火コンデンサが前記充電される充電経路に接続された
第１のスイッチング素子と、コレクタ側端子が前記１次コイルの他端に接続されエミッタ
側端子が前記点火コンデンサの負極側端子に接続された第２のスイッチング素子とを備え
た制御回路部と、前記１次コイルの前記一端と前記第２のスイッチング素子の前記コレク
タ側端子に接続された第２のダイオードとを備え、前記制御回路部は、前記内燃機関に対
する外部からの点火信号に基づいて前記第１のスイッチング素子をオンとすることにより
前記点火コンデンサの前記充電を行わせ、前記点火信号に基づいて前記第２のスイッチン
グ素子をオンとすることにより前記点火コンデンサの前記放電を行わせるように構成され
ているので、高い２次電流と長期間の火花放電を実現でき、火花放電が途切れても再度絶
縁破壊を発生させ、火花放電を再開でき、且つ装置の小型化が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】この発明の実施の形態１による内燃機関の点火装置の回路構成図である。
【図２】この発明の実施の形態１による内燃機関の点火装置の動作を示すタイミングチャ
ートである。
【図３】この発明の実施の形態２による内燃機関の点火装置の回路構成図である。
【図４】この発明の実施の形態２による内燃機関の点火装置の動作を示すタイミングチャ
ートである。
【図５】この発明の実施の形態３による内燃機関の点火装置の回路構成図である。
【図６】この発明の実施の形態３による内燃機関の点火装置の動作を示すタイミングチャ
ートである。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
実施の形態１．
　図１は、この発明の実施の形態１による内燃機関の点火装置を示す回路図である。図１
に於いて、点火装置１００は、所定の間隙を介して対向する一対の電極を備えた点火プラ
グ１と、鉄心２３を介して磁気的に結合された１次コイル２１と２次コイル２２とを有す
る点火コイル部２と、点火コイル部２にエネルギーを供給するエネルギー供給回路３とを
備えている。
【００１４】
　点火コイル部２の２次コイル２２は、点火プラグ１の一方の電極と車両接地電位部（以
下、ＧＮＤと称する）との間に接続されている。点火コイル部２の１次コイル２１は、一
端が後述するエネルギー供給回路部３の共振インダクタ６及び点火コンデンサ（以下、Ｃ
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ＤＩコンデンサと称する）７の正極側端子に接続され、他端が後述する制御回路部１１の
第２のスイッチング素子８のコレクタ側端子に接続されている。
【００１５】
　エネルギー供給回路部３は、電源回路部５と、制御回路部１１と、逆流防止ダイオード
１３と、共振インダクタ６と、ＣＤＩコンデンサ７と、第１のダイオードとしてのクラン
プ用ダイオード１２とを備えている。共振インダクタ６は、逆流防止ダイオード１３を介
して電源回路部５の正極側出力端子と点火コイル部２の１次コイル２１の一端との間に接
続されている。ＣＤＩコンデンサ７とクランプ用ダイオード１２は互いに並列接続され、
共振インダクタ６と１次コイル２１の一端との接続部と、第２のスイッチング素子８のエ
ミッタ側端子と、の間に接続されている。
【００１６】
　電源回路部５は、トランス５１と、電界効果型トランジスタ等により構成され電源制御
用スイッチング素子５２と、ＰＷＭ制御部５４と、電圧制御部５５と、整流ダイオード５
３と、電源用コンデンサとしての大容量コンデンサ４とを備えている。トランス５１の１
次コイル５１１は、鉄心５１３を介して２次コイル５１２と磁気的に結合されている。１
次コイル５１１の一端は、車載バッテリ（図示せず）の正極側端子Ｂに接続され、他端は
第１のスイッチング素子５２の一端に接続されている。第１のスイッチング素子５２の他
端は、ＧＮＤに接続されている。
【００１７】
　整流ダイオード５３は、トランス５１の２次電流を整流して大容量コンデンサ４に供給
する。ＰＷＭ制御部５４は、電源制御用スイッチング素子５２にゲート信号を与え、この
電源制御用スイッチング素子５２をオン／オフ制御することによりトランス５１の１次電
流をＰＷＭ制御する。電圧制御部５５は、大容量コンデンサ４の正極側端子の端子電圧を
ＰＷＭ制御部５４にフィードバックし、大容量コンデンサ４の端子電圧が所定の値に保た
れるようにＰＷＭ制御部５４を制御する。
【００１８】
　制御回路１１は、低圧側スイッチング素子としての第１のスイッチング素子９と、高圧
側スイッチング素子としての第２のスイッチング素子８と、ハーフブリッジドライバ回路
１０とを備えている。第１のスイッチング素子９のエミッタ側端子は、大容量コンデンサ
４の負極側端子とＧＮＤに接続されている。第２のスイッチング素子８のエミッタ側端子
は第１のスイッチング素子９のコレクタ側端子に接続され、コレクタ側端子は前述の点火
コイル部２の１次コイル２１の他端に接続されている。
【００１９】
　第１のスイッチング素子９及び第２のスイッチング素子８は、例えばＩＧＢＴにより構
成され、エミッタ・コレクタ間に接続されたボディダイオード９ａ、８ａを夫々備えてい
る。これらの第１のスイッチング素子９と第２のスイッチング素子８は、ハーフブリッジ
回路を構成している。第１のスイッチング素子９は、ハーフブリッジドライバ回路１０か
らゲートに与えられる第１のゲート信号ＳＡによりオン／オフ制御される。第２のスイッ
チング素子８は、ハーフブリッジドライバ回路１０からゲートに与えられる第２のゲート
信号ＳＡによりオン／オフ制御される。ハーフブリッジドライバ回路１０は、エンジン制
御装置（以下、ＥＣＵと称する）１３からの点火信号ＩＧＴに基づいて、第１及び第２の
ゲート信号Ａ、Ｂの発生タイミングが制御される。
【００２０】
　以上のように構成されたエネルギー供給回路部３は、後述するように、共振インダクタ
６とＣＤＩコンデンサ７とのＬＣ共振現象に基づき大容量コンデンサ４からＣＤＩコンデ
ンサ７にエネルギーを蓄積すると共に、ＣＤＩコンデンサ７に蓄積されたエネルギーを点
火コイル部２へ供給する。
【００２１】
　次に、この発明の実施の形態１による内燃機関の点火装置の動作について説明する。図
２は、この発明の実施の形態１による内燃機関の点火装置の動作を示すタイミングチャー
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トであり、（ａ）はＥＣＵ１３から出力される点火信号ＩＧＴの波形図、（ｂ）はハーフ
ブリッジドライバ回路１０から出力されるゲート信号ＳＡの波形図、（ｃ）はハーフブリ
ッジドライバ回路１０から出力されるゲート信号ＳＢの波形図、（ｄ）は点火コイル部２
の１次コイル２１に流れる１次電流Ｉ１の波形図、（ｅ）は点火コイル部２の２次コイル
２２に流れる２次電流Ｉ２の波形図を夫々示している。
【００２２】
　図１及び図２に於いて、電源回路部５に内蔵されている大容量コンデンサ４は、前述の
電源制御用スイッチング素子５２によるトランス５１の１次電流のＰＷＭ制御により、所
定の電圧値に充電されている。ＥＣＵ１３から出力される点火信号ＩＧＴは、図２の（ａ
）に示すように、時刻ｔ１―ｔ２間ではハイレベル（以下、Ｈレベルと称する）、時刻ｔ
２―ｔ３間ではローレベル（以下、Ｌレベルと称する）、時刻ｔ３－ｔ４間ではＨレベル
となり、以降、同様に所定の時間間隔でＨレベルとＬレベルを繰り返してハーフブリッジ
ドライバ回路１０に入力される。
【００２３】
　図２の（ｂ）に示すように、第１のゲート信号ＳＡは、点火信号ＩＧＴのＨレベルのと
きにＨレベルとなり、点火信号ＩＧＴのＬレベルのときにＬレベルとなる。これに対して
第２のゲート信号ＳＢは、図２の（ｃ）に示すように、点火信号ＩＧＴのＨレベルのとき
にＬレベルとなり、点火信号ＩＧＴのＬレベルのときにＨレベルとなる。
【００２４】
　今、時刻t１に於いて、点火信号ＩＧＴがＨレベルになるとハーフブリッジドライバ１
０からの第１のゲート信号ＳＡがＨレベルとなり、第１のスイッチング素子９がオンとな
る。これにより電源回路部５によって事前に大容量コンデンサ４に蓄積されたエネルギー
がＣＤＩコンデンサ７に供給される。このとき、共振インダクタ６とＣＤＩコンデンサ７
とのＬＣ共振現象に基づき、ＣＤＩコンデンサ７は、電源回路部５の出力電圧の約２倍の
電圧に非常に高速に充電される。
【００２５】
　次に、時刻ｔ２に於いてＥＣＵ１３から出力された点火信号ＩＧＴがＬレベルとなる。
これにより第２のゲート信号ＳＢがＨレベル、第１のゲート信号ＳＡがＬレベルとなる。
その結果、第２のスイッチング素子８がオン、第１のスイッチング素子９がオフとなり、
高電圧に充電されていたＣＤＩコンデンサ７の電荷が点火コイル部２の１次コイル２１を
介して放電し、図２の（ｄ）に示すように点火コイル部２の１次コイル２１に１次電流Ｉ
１が急峻に流れる。これに伴い、点火コイル部２の２次コイル２２に高電圧が誘起され、
この高電圧は点火プラグ1の電極へと伝えられ、点火プラグ１の電極間に絶縁破壊が発生
して火花放電が発生し、２次電流Ｉ２による放電電流が流れる。この火花放電により、内
燃機関の燃焼室内の可燃混合気は点火されて燃焼する。
【００２６】
　ここで、クランプ用ダイオード１２の動作を理解するために、第１のダイオードとして
のクランプ用ダイオード１２が設けられていない場合について述べる。この場合、時刻ｔ
２～ｔ３の期間に１次コイル２１に流れる１次電流Ｉ１が負側に変化した際に、ＣＤＩコ
ンデンサ７に接続されている１次コイル２１の高圧側が負電位に大きく振られ、第２のス
イッチング素子８のコレクタ電位が負電位となり、制御回路１１からの第２のゲート信号
ＳＢがＬレベルになる前に第３のスイッチング素子８が強制的にオフとなり、図２の（ｄ
）に破線Ｉ１０で示すように１次電流Ｉ１が第３のスイッチング素子８のボディダイオー
ド８ａを介して負側に流れ、これに伴い２次電流Ｉ２が図２の（ｅ）に破線Ｉ２０で示す
ように減少して負側に流れ、点火プラグ１の電極間に連続放電することができなくなって
しまう。
【００２７】
　これに対して、実際にはクランプ用ダイオード１２が設けられているので、前述のよう
に１次コイル２１の高圧側が負電位に振られることが回避され、第２のスイッチング素子
８は制御回路１１からの第２のゲート信号ＳＢがＬレベルになる時刻ｔ３までオン状態を
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継続し、２次電流Ｉ２が図２の（ｅ）に実線で示すように流れ、点火プラグ１の電極間に
放電を継続させることができる。
【００２８】
　次に、時刻ｔ３に達すると、ＥＣＵ１３からの点火信号ＩＧＴが再びＨレベルになり、
ハーフブリッジドライバ１０からの第１のゲート信号ＳＡがＨレベルとなり、第１のゲー
ト信号ＳＢがＬレベルとなる。これにより第１のスイッチング素子９がオンとなり、第２
のスイッチング素子８がオフとなる。その結果、点火コイル部２の１次電流Ｉ１は直ちに
遮断されるので２次コイル２２に逆極性の高電圧が誘起され、これにより図２の（ｅ）に
示すように負側の２次電流Ｉ２が点火コイル部２の２次コイル２２に流れ、点火プラグ１
の電極間に前述とは逆方向の火花放電が発生し放電電流が流れる。この放電電流は、点火
信号ＩＧＴがＬレベルになる時刻ｔ４に達するまで継続される。
【００２９】
　前述の時刻ｔ３～ｔ４の間では、第１のスイッチング素子９がオン、第２のスイッチン
グ素子８がオフとなるので、共振インダクタ６とＣＤＩコンデンサ７とのＬＣ共振現象に
基づき、ＣＤＩコンデンサ７は、電源回路部５の出力電圧の約２倍の電圧に非常に高速に
再度充電されることになる。
【００３０】
　時刻ｔ４以降は、時刻ｔ２～ｔ３、ｔ３～ｔ４に於ける前述の動作が繰り返され、点火
プラグ１の電極間には交流的に放電電流が継続して流れることになる。その結果、内燃機
関の燃焼室内の可燃混合気は、交流的に継続して流れる２次電流Ｉ２によりマルチ点火さ
れる。
【００３１】
　以上述べたように、この発明の実施の形態１による内燃機関の点火装置によれば、ＣＤ
Ｉコンデンサを高速に充電することがきるので、エネルギー供給回路の構成要素が１回路
のみ、例えば、ＣＤＩコンデンサが１回路のみであっても、複数気筒へのエネルギー供給
をまかなうことができる。つまり、多気筒であってもエネルギー供給源を共通化すること
ができるので、装置を小型化、低コスト化することができる。
【００３２】
実施の形態２．
　次に、この発明の実施の形態２による内燃機関の点火装置について説明する。図３は、
この発明の実施の形態２による内燃機関の点火装置の回路構成図である。図３に於いて、
整流用ダイオード１４が点火コイル部２の２次コイル２２に挿入されている。即ち、２次
コイル２２の一端が整流用ダイオード１４のアノードに接続され、点火プラグ１の一方の
電極が整流用ダイオード１４のカソードに接続されている。その他の構成は、前述の図１
と同様である。
【００３３】
　図４は、この発明の実施の形態２による内燃機関の点火装置の動作を示すタイミングチ
ャートであって、（ａ）はＥＣＵ１３から出力される点火信号ＩＧＴの波形図、（ｂ）は
ハーフブリッジドライバ回路１０から出力されるゲート信号ＳＡの波形図、（ｃ）はハー
フブリッジドライバ回路１０から出力されるゲート信号ＳＢの波形図、（ｄ）は点火コイ
ル部２の１次コイル２１に流れる１次電流Ｉ１の波形図、（ｅ）は点火コイル部２の２次
コイル２２に流れる２次電流Ｉ２の波形図を夫々示している。
【００３４】
　図３及び図４に於いて、電源回路部５に内蔵されている大容量コンデンサ４は、前述の
電源制御用スイッチング素子５２によるトランス５１の１次電流のＰＷＭ制御により、所
定の電圧値に充電されている。ＥＣＵ１３から出力される点火信号ＩＧＴは、図４の（ａ
）に示すように、時刻ｔ１―ｔ２間ではＨレベル、時刻ｔ２―ｔ３間ではＬレベル、時刻
ｔ３－ｔ４間ではＨレベルとなり、以降、同様に所定の時間間隔でＨレベルとＬレベルを
繰り返してハーフブリッジドライバ回路１０に入力される。
【００３５】
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　図４の（ｂ）に示すように、第１のゲート信号ＳＡは、点火信号ＩＧＴのＨレベルのと
きにＨレベルとなり、点火信号ＩＧＴのＬレベルのときにＬレベルとなる。これに対して
第２のゲート信号ＳＢは、図２の（ｃ）に示すように、点火信号ＩＧＴのＨレベルのとき
にＬレベルとなり、点火信号ＩＧＴのＬレベルのときにＨレベルとなる。
【００３６】
　今、時刻t１に於いて、点火信号ＩＧＴがＨレベルになるとハーフブリッジドライバ１
０からの第１のゲート信号ＳＡがＨレベルとなり、第１のスイッチング素子９がオンとな
る。これにより電源回路５によって事前に大容量コンデンサ４に蓄積されたエネルギーが
ＣＤＩコンデンサ７に供給される。このとき、共振インダクタ６とＣＤＩコンデンサ７と
のＬＣ共振現象に基づき、ＣＤＩコンデンサ７は、電源回路部５の出力電圧の約２倍の電
圧に非常に高速に充電される。
【００３７】
　次に、時刻ｔ２に於いてＥＣＵ１３から出力された点火信号ＩＧＴがＬレベルとなる。
これにより第２のゲート信号ＳＢがＨレベル、第１のゲート信号ＳＡがＬレベルとなる。
その結果、第２のスイッチング素子８がオン、第１のスイッチング素子８がオフとなり、
高電圧に充電されていたＣＤＩコンデンサ７の電荷が点火コイル部２の１次コイル２１を
介して放電し、図２の（ｄ）に示すように点火コイル部２の１次コイル２１に１次電流Ｉ
１が急峻に流れる。これに伴い、点火コイル部２の２次コイル２２に高電圧が誘起される
が、２次コイル２２には前述のように整流用ダイオード１４が接続されているので、２次
コイル２２に誘起された高電圧は点火プラグ１の電極に印加されず、従って図４の（ｅ）
に示すように２次電流Ｉ２が流れず、点火プラグ１の電極間には火花放電は発生しない。
【００３８】
　次に、時刻ｔ３に達すると、ＥＣＵ１３からの点火信号ＩＧＴが再びＨレベルになり、
ハーフブリッジドライバ１０からの第１のゲート信号ＳＡがＨレベルとなり、第２のゲー
ト信号ＳＢがＬレベルとなる。これにより第１のスイッチング素子９がオンとなり、第２
のスイッチング素子８がオフとなる。その結果、点火コイル部２の１次電流Ｉ１は直ちに
遮断されるので２次コイル２２に逆極性の高電圧が誘起され、点火プラグ１の電極間に印
加され、その電極間に絶縁破壊が生じ火花放電が発生する。これにより図４の（ｅ）に示
すように負の２次電流Ｉ２が２次コイル２２及び点火プラグ１の電極間に放電電流として
流れ、点火信号ＩＧＴがＬレベルになる時刻ｔ４に達するまで継続される。
【００３９】
　前述の時刻ｔ３～ｔ４の間では、第１のスイッチング素子９がオン、第２のスイッチン
グ素子８がオフとなるので、共振インダクタ６とＣＤＩコンデンサ７とのＬＣ共振現象に
基づき、ＣＤＩコンデンサ７は、電源回路部５の出力電圧の約２倍の電圧に非常に高速に
再度充電されることになる。
【００４０】
　時刻ｔ４以降は、時刻ｔ２～ｔ３、ｔ３～ｔ４に於ける前述の動作が繰り返され、点火
プラグ１の電極間には間歇的に高電圧が印加され、火花放電が点火プラグ１の電極間に間
歇的に発生し、高速で間欠的なマルチ点火が可能となる。
【００４１】
　又、周知のように容量放電方式の点火装置、つまりＣＤＩ点火方式では１次電流が５０
［Ａ］以上となり、通常のフルトランジスタ方式の点火に対して大きな１次電流となるた
め、ＣＤＩ点火方式をフルトランジスタ方式に使用することで、点火コイル部の１次コイ
ルと２次コイルの巻数比を小さくしても、２次コイルに高電圧で且つ大電流を供給するこ
とができ、点火コイル部の小型化が可能となる。更に、プラズマジェット点火方式や高周
波プラズマ点火方式等では、点火プラグに高電圧で且つ大電流を供給するために高電圧発
生用のトリガ点火コイルと大電流供給用の電源回路部との、２つのコンポーネントが必要
となるが、実施の形態２による点火装置によればトリガ点火コイルが不要となりコンポー
ネントを１つにすることができ、従来の点火方式に比して小型、且つ低コスト化を図るこ
とができる。
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【００４２】
　前述のように、この発明の実施の形態１による内燃機関の点火装置によれば、ＣＤＩコ
ンデンサを高速に充電することがきるので、エネルギー供給回路の構成要素が１回路のみ
、例えば、ＣＤＩコンデンサが１回路のみであっても、複数気筒へのエネルギー供給をま
かなうことができる。つまり、多気筒であってもエネルギー供給源を共通化することがで
きるので、装置を小型化、低コスト化することができる。
【００４３】
　実施の形態３．
　次に、この発明の実施の形態３による内燃機関の点火装置について説明する。図５は、
この発明の実施の形態３による内燃機関の点火装置の回路構成図である。この実施の形態
３では、前述の実施の形態１及び２に於けるクランプ用ダイオードとしての第１のダイオ
ード１２に代えて、第２のダイオードとしての還流用ダイオード１５を設けている。還流
用ダイオード１５は、アノード側が点火コイル部２の１次コイル２１の一端に接続され、
カソード側が第２のスイッチング素子８のコレクタ端子に接続されている。その他の構成
は、実施の形態１の場合と同様である。
【００４４】
　図６は、この発明の実施の形態３による内燃機関の点火装置の動作を示すタイミングチ
ャートであり、（ａ）はＥＣＵ１３から出力される点火信号ＩＧＴの波形図、（ｂ）はハ
ーフブリッジドライバ回路１０から出力されるゲート信号ＳＡの波形図、（ｃ）はハーフ
ブリッジドライバ回路１０から出力されるゲート信号ＳＢの波形図、（ｄ）は点火コイル
部２の１次コイル２１に流れる１次電流Ｉ１の波形図、（ｅ）は点火コイル部２の２次コ
イル２２に流れる２次電流Ｉ２の波形図を夫々示している。
【００４５】
　図５及び図６に於いて、電源回路部５に内蔵されている大容量コンデンサ４は、前述の
電源制御用スイッチング素子５２によるトランス５１の１次電流のＰＷＭ制御により、所
定の電圧値に充電されている。ＥＣＵ１３から出力される点火信号ＩＧＴは、図６の（ａ
）に示すように、時刻ｔ１―ｔ２間ではハイレベル（以下、Ｈレベルと称する）、時刻ｔ
２―ｔ３間ではローレベル（以下、Ｌレベルと称する）、時刻ｔ３－ｔ４間ではＨレベル
となり、以降、同様に所定の時間間隔でＨレベルとＬレベルを繰り返してハーフブリッジ
ドライバ回路１０に入力される。
【００４６】
　図６の（ｂ）に示すように、第１のゲート信号ＳＡは、点火信号ＩＧＴのＨレベルのと
きにＨレベルとなり、点火信号ＩＧＴのＬレベルのときにＬレベルとなる。これに対して
第２のゲート信号ＳＢは、図２の（ｃ）に示すように、点火信号ＩＧＴのＨレベルのとき
にＬレベルとなり、点火信号ＩＧＴのＬレベルのときにＨレベルとなる。
【００４７】
　今、時刻t１に於いて、点火信号ＩＧＴがＨレベルになるとハーフブリッジドライバ１
０からの第１のゲート信号ＳＡがＨレベルとなり、第１のスイッチング素子９がオンとな
る。これにより電源回路部５によって事前に大容量コンデンサ４に蓄積されたエネルギー
がＣＤＩコンデンサ７に供給される。このとき、共振インダクタ６とＣＤＩコンデンサ７
とのＬＣ共振現象に基づき、ＣＤＩコンデンサ７は、電源回路部５の出力電圧の約２倍の
電圧に非常に高速に充電される。
【００４８】
　次に、時刻ｔ２に於いてＥＣＵ１３から出力された点火信号ＩＧＴがＬレベルとなる。
これにより第２のゲート信号ＳＢがＨレベル、第１のゲート信号ＳＡがＬレベルとなる。
その結果、第２のスイッチング素子８がオン、第１のスイッチング素子８がオフとなり、
高電圧に充電されていたＣＤＩコンデンサ７の電荷が点火コイル部２の１次コイル２１を
介して放電し、図６の（ｄ）に示すように点火コイル部２の１次コイル２１に１次電流Ｉ
１が急峻に流れる。これに伴い、点火コイル部２の２次コイル２２に高電圧が誘起され、
この高電圧は点火プラグ1の電極へと伝えられ、点火プラグ１の電極間に絶縁破壊が発生
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燃機関の燃焼室内の可燃混合気は点火されて燃焼する。
【００４９】
　次に、時刻ｔ３に達すると、ＥＣＵ１３からの点火信号ＩＧＴが再びＨレベルになり、
ハーフブリッジドライバ１０からの第１のゲート信号ＳＡがＨレベルとなり、第２のゲー
ト信号ＳＢがＬレベルとなる。これにより第１のスイッチング素子９がオンとなり、第２
のスイッチング素子８がオフとなるが、点火コイル部２の１次電流Ｉ１は還流用ダイオー
ド１５を介して１次コイル２１を還流しながら図６の（ｄ）に示すように次第に減少する
。これに伴い、図６の（ｅ）に示すように２次電流Ｉ２も次第に減少しながら点火コイル
部２の２次コイル２２に流れ、点火プラグ１の電極間の放電電流は、点火信号ＩＧＴが再
度Ｌレベルになる時刻ｔ４に達するまで減少しながら継続して流れる。
【００５０】
　前述の時刻ｔ３～ｔ４の間では、第１のスイッチング素子９がオン、第２のスイッチン
グ素子８がオフとなるので、共振インダクタ６とＣＤＩコンデンサ７とのＬＣ共振現象に
基づき、ＣＤＩコンデンサ７は、電源回路部５の出力電圧の約２倍の電圧に非常に高速に
再度充電されることになる。
【００５１】
　時刻ｔ４以降は、時刻ｔ２～ｔ３、ｔ３～ｔ４に於ける前述の動作が繰り返され、点火
プラグ１の電極間に連続的に２次電流Ｉ２をプラス方向に直流的に流し、点火を持続させ
ることができる。
【００５２】
　以上述べたように、この発明の実施の形態３による内燃機関の点火装置によれば、ＣＤ
Ｉコンデンサを高速に充電できるので、ＣＤＩコンデンサを高速に充電することがきるの
で、エネルギー供給回路の構成要素が１回路のみ、例えば、ＣＤＩコンデンサが１回路の
みであっても、複数気筒へのエネルギー供給をまかなうことができる。つまり、多気筒で
あってもエネルギー供給源を共通化することができるので、装置を小型化、低コスト化す
ることができる。
【００５３】
　尚、この発明は、その発明の範囲内に於いて、各実施の形態を自由に組み合わせたり、
各実施の形態を適宜、変形、省略することが可能である。
【符号の説明】
【００５４】
　１　点火プラグ、２　点火コイル部、３　エネルギー供給回路部、４　電源用コンデン
サ、５　電源回路部、６　共振インダクタ、７　点火コンデンサ、５２　電源制御用スイ
ッチング素子、９　第１のスイッチング素子、８　第２のスイッチング素子、１０　ハー
フブリッジドライバ回路、１１　制御回路部、１２　第１のダイオード、１３　ＥＣＵ、
１４　整流用ダイオード、１５　第２のダイオード。
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